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用 語 定 義 集用 語 定 義 集用 語 定 義 集用 語 定 義 集

ああああ 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令ＮＢＣ攻撃ＮＢＣ攻撃ＮＢＣ攻撃ＮＢＣ攻撃 核兵器(Nuclear)、生物兵器(Biological)、化学兵 19,28,39,60,器(Chemical)による攻撃。 70,86,91,92,
94応急公用負担応急公用負担応急公用負担応急公用負担 都道府県知事や市町村長が他人の土地、建物その 25,95 国民保護法他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の 第１１３条物件を使用し、若しくは収用すること。この職権を行使できる要件は、次のとおりである。１ 武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合であること２ 武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の必要があると認めるときであること

かかかか 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令危険物質等危険物質等危険物質等危険物質等 武力攻撃事態等において、引火若しくは爆発又は 41,43, 国民保護法空気中への飛散若しくは周辺地域への流出により人 88～ 90 第１０３条の生命、身体又は財産に対する危険が生ずるおそれ 第１項がある物質（生物を含む）で、施行令で定めるもの。 国民保護法例）ガソリン、火薬類、毒物・劇物、高圧ガス、核 施行令燃料物質、生物化学兵器に使用されるような生物剤 第２８条化学兵器に使用されるような化学剤等汚い爆弾汚い爆弾汚い爆弾汚い爆弾 攻撃の目標とされた地域一帯に放射性物質をまき 20,17（（（（ダーティーボムダーティーボムダーティーボムダーティーボム）））） 散らす目的で使用される一般的な爆発物。基本指針基本指針基本指針基本指針 政府が武力攻撃事態等に備えて、国民の保護のた 1,2,17,19 国民保護法めの措置に関してあらかじめ定める基本的な指針の 第３２条こと。指定行政機関及び都道府県が定める国民保護計画並びに指定公共機関が定める業務計画の基本となる。緊急消防援助隊緊急消防援助隊緊急消防援助隊緊急消防援助隊 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第２４ 29条の４第１項に規定する緊急消防援助隊をいう。広域応援体制の充実強化を図るために法定化され、全国の消防本部が隊を登録している。緊急対処事態緊急対処事態緊急対処事態緊急対処事態 武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を 1,6,17,20, 事態対処法殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が発生す 24,51,117 第２５条る明白な危険が切迫していると認められるに至った 第１項事態（いわゆる大規模テロ等）で、国家として緊急に対処することが必要なもの。国の対策本部国の対策本部国の対策本部国の対策本部 対処基本方針が定められたときに、当該対処基本 52,59,61,63, 事態対処法方針に係る対処措置の実施を推進するため、内閣総 66,68,70,88, 第１０条理大臣が閣議にかけて臨時に内閣に設置するもの 91,92 第１項で、正式には武力攻撃事態等対策本部という。国の対策本部を置いたときは、内閣総理大臣は、 国民保護法当該対策本部の名称並びに設置の場所及び期間を国 第２４条会に報告するとともに、これを公示しなければならないと規定されている。国の対策本部長国の対策本部長国の対策本部長国の対策本部長 国の対策本部の長のことで、正式には武力攻撃事 17,18,33,39, 事態対処法態等対策本部長という。 57,64,67, 第１１条内閣総理大臣（内閣総理大臣に事故があるときは 69,～ 72,74, 第１項そのあらかじめ指名する国務大臣）をもって充てる 77,86,88,94,と規定されている。 95,99,105,
117
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かかかか 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令警戒区域警戒区域警戒区域警戒区域 武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようと 6,7,17,52, 国民保護法している場合において、住民の生命又は身体に対す 69,91,94,95 第１１４条危険を防止するため特に必要があると認めるときに市町村長が設定することができる区域。都道府県知事は、緊急の必要があると認めるときには、自ら警戒区域を設定できる。警戒区域内への立入制限や立入禁止又は区域からの退去を命ずることができるとされている。県国民保護協議会県国民保護協議会県国民保護協議会県国民保護協議会 県の区域に係る国民保護措置に関し広く住民の意 2,27 国民保護法見を求め、国民保護措置に関する施策を総合的に推 第３７条進するために設置された機関。 第３８条県国民保護協議会の所掌事務は、知事の諮問に応じて県の区域に係る国民保護措置に関する重要事項を審議し知事に意見を述べることである。県(の)対策本部県(の)対策本部県(の)対策本部県(の)対策本部 対処基本方針の閣議決定により、総務大臣を経由 24,31,35,37, 国民保護法して内閣総理大臣から対策本部を設置すべき県の指 52,53, 第２５条定の通知を受けて知事が設置するものであり、正式 55～ 57,60, 第２７条には奈良県国民保護対策本部という。 63,68～ 70,
78,84,87,91,
99県(の)対策本部長県(の)対策本部長県(の)対策本部長県(の)対策本部長 県の対策本部の長のことで、正式には奈良県国民 56,57,112, 国民保護法保護対策本部長という。 114 第２８条権限などについては「奈良県国民保護対策本部等に関する条例」に規定されている。警察災害派遣隊警察災害派遣隊警察災害派遣隊警察災害派遣隊 東日本大震災の反省・教訓を踏まえ、部隊派遣体 28,96制を拡充するために設置された部隊。大規模災害発生時に、直ちに被災地に派遣される即応部隊と、大規模災害発生時から一定の時間が経過した後に長期間にわたり派遣される一般部隊により編成されている。原子力災害対策重原子力災害対策重原子力災害対策重原子力災害対策重 原子力災害が発生した場合において、放射性物質 15,70点区域点区域点区域点区域 又は放射線の異常な放出による周辺環境への影響の大きさ等を考慮し、その影響の及ぶ可能性がある区域を定めた上で重点的に原子力災害に特有な対策を講じておくことが必要である。原子力災害対策重点区域の設定に当たっては、原子力施設の種類に応じた当該施設からの距離をその目安として用いることとされており、国の原子力災害対策指針では、原子力発電所から概ね30㎞圏内とされている。
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かかかか 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令国民の保護のため国民の保護のため国民の保護のため国民の保護のため 対処基本方針が定められてから廃止されるまでの 1～ 9,13, 国民保護法の措置の措置の措置の措置 間に、指定行政機関、地方公共団体又は指定公共機 17,23, 第２条（国民保護措置）（国民保護措置）（国民保護措置）（国民保護措置） 関若しくは指定地方公共機関が法律の規定に基づい 25～ 31, 第３項て実施する事態対処法第２２条第１号に掲げる措置。33,37,38,40,（同号に掲げる措置にあっては、対処基本方針が廃 46～ 48,51,止された後これらの者が法律の規定に基づいて実施 52,56～ 62,するものを含む。） 69,71,72,77,
78,83,86,99,次に掲げる措置。 105,107, 事態対処法一 次に掲げる措置その他の武力攻撃から国民の生 109, 第２２条命、身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃 113～ 115, 第１号が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合にお 117いて当該影響が最小となるようにするための措置イ 警報の発令、避難の指示、被災者の救助、消防等に関する措置ロ 施設及び設備の応急の復旧に関する措置ハ 保健衛生の確保及び社会秩序の維持に関する措置ニ 輸送及び通信に関する措置ホ 国民の生活の安定に関する措置ヘ 被害の復旧に関する措置国民保護法国民保護法国民保護法国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置 1～ 3,53,に関する法律（平成 16年法律第 112号） 57,63,71,80,
81,90,93,
107,108,11
4,115（国民の保護に関（国民の保護に関（国民の保護に関（国民の保護に関 指定公共機関が基本指針に基づき、指定地方公共 2,27,29,40, 国民保護法する）業務計画する）業務計画する）業務計画する）業務計画 機関が都道府県の国民保護計画に基づき、それぞれ 65,66,71,74, 第３６条が実施する国民保護措置の内容や実施方法などに関 77,104して定める計画のこと。

ささささ 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令事態対処法事態対処法事態対処法事態対処法 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並び 90 国民保護法に国及び国民の安全の確保に関する法律 第１条（平成 15年法律第 79号）指定公共機関指定公共機関指定公共機関指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成 11年法 3,6,8,27,39, 事態対処法律第 103 号）第２条第１項に規定する独立行政法人 40,56,57,59, 第２条をいう。）、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会 61,62,66, 第１項その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信そ 72～ 74,77, 第６号の他の公益的事業を営む法人で、施行令で定められ 78,80,114,た機関。 115指定地方公共機関指定地方公共機関指定地方公共機関指定地方公共機関 都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信 2,3,6,8,26, 国民保護法医療その他の公益的事業を営む法人、地方道路公社 27,29,33,36, 第２条（地方道路公社法（昭和 45 年法律第 82 号）第１条 40,47,55,56, 第２項の地方道路公社をいう。）その他の公共的施設を管理 57,59,61,62,する法人及び地方独立行政法人（地方独立行政法人 64～ 67,71,法（平成 15年法律第 118号）第２条第１項の地方独 73,74,77,78,立行政法人をいう。）で、あらかじめ当該法人の意見 99,104,109,を聴いて当該都道府県知事が指定するもの。 111,114指定公共機関等指定公共機関等指定公共機関等指定公共機関等 指定公共機関及び指定地方公共機関。 29,40
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ささささ 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令指定行政機関指定行政機関指定行政機関指定行政機関 いわゆる国の省庁のことであり、施行令において 27,57,59,61, 事態対処法定められた機関。 90 第２条第４号内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者 事態対処法庁、総務省、消防庁、法務省、公安調査庁、外務省、 施行令財務省、国税庁、文部科学省、文化庁、厚生労働省、 第１条農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、観光庁、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会及び防衛省指定地方行政機関指定地方行政機関指定地方行政機関指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行 6,7,27,57, 事態対処法政機関で、施行令において定められた機関。 59,61 第２条第５号沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総 事態対処法合通信事務所、財務局、税関、沖縄地区税関、地方 施行令厚生局、都道府県労働局、地方農政局、北海道農政 第２条事務所、森林管理局、経済産業局、産業保安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、地方航空局、航空交通管制部、管区気象台、沖縄気象台、管区海上保安本部、地方環境事務所、地方防衛局生活関連等施設生活関連等施設生活関連等施設生活関連等施設 武力攻撃事態等において、武力攻撃災害の発生又 7,17,18, 国民保護法はその拡大を防止するため、次のいずれかに該当す 43～ 45, 第１０２条る施設で、施行令で定めるもの。 86～ 88 第１項一 国民生活に関連を有する施設で、その安全を確保しなければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるもの二 その安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生じさせるおそれがあると認められる施設例）一定条件以上の発電所、浄水施設、危険物等の取扱所、放送施設、駅等
た～なた～なた～なた～な 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令対処基本方針対処基本方針対処基本方針対処基本方針 武力攻撃事態等に至ったときに政府がその対処に 24 事態対処法関して定める基本的な方針のこと。 第９条特定物資特定物資特定物資特定物資 救援の実施に必要な物資であって、生産、集荷、 25,81,82 国民保護法販売、配給、保管又は輸送を業とするものが取り扱 第８１条うもの。救援に必要な物資とは、医薬品、食品、寝具、医療用具その他衛生用品、飲料水、被服その他生活必需品、建設資材（収容施設等に係る建設工事に必要なものに限る）、燃料、などをいう。（奈良県）地域防（奈良県）地域防（奈良県）地域防（奈良県）地域防 災害対策基本法により都道府県及び市町村防災会 4,15,40,46, 災害対策基災計画災計画災計画災計画 議が作成を義務づけられている防災に関する計画。 56,63,68,77, 本法自然災害、大規模な火事・爆発その他を対象とす 79,80,91,93, 第４０条る。 100,101,103
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はははは 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令避難実施要領避難実施要領避難実施要領避難実施要領 避難の指示を受けた市町村長が、関係機関の意見 6,28,39,42, 国民保護法を聴いて、避難の経路、避難の手段その他避難の方 72,73,74 第６１条法などに関し定める要領。武力攻撃武力攻撃武力攻撃武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃。 17,23,33,64, 事態対処法（計画においては、４類型を想定している。） 65,68,74,86 第２条第１項第１号武力攻撃原子力災武力攻撃原子力災武力攻撃原子力災武力攻撃原子力災 武力攻撃に伴って原子力事業所外へ放出される放 70,81,91,93 国民保護法害害害害 射性物質又は放射線による被害のこと。 第１０５条武力攻撃災害武力攻撃災害武力攻撃災害武力攻撃災害 武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又 4,6,7,8,23, 国民保護法は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人 25,28, 第２条的又は物的災害。 31～ 34,47, 第４項
48,60,63,66,
76,77,
79～ 81,84,
86～ 88,
94～ 97,
99～ 101,
104
111～ 113武力攻撃事態武力攻撃事態武力攻撃事態武力攻撃事態 武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する 17,40,51,66 事態対処法明白な危険が切迫していると認められるに至った事 第２条態。 第１項第２号武力攻撃予測事態武力攻撃予測事態武力攻撃予測事態武力攻撃予測事態 武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し 17,66 事態対処法武力攻撃が予測されるに至った事態。 第２条第１項第３号武力攻撃事態等武力攻撃事態等武力攻撃事態等武力攻撃事態等 武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態。 1～ 3,15, 事態対処法
23,25,27,28, 第１条
30,31～ 34,
37,40,
42～ 44,46,
48,49,52,56,
58,60,
63～ 65,67,
71,74,78,
102,105,
109,114,117（削除）

らららら 行行行行用 語 用 語 の 意 義 記載頁 法律・政令利用指針利用指針利用指針利用指針 武力攻撃事態等において、特定公共施設等（港湾 71,105 武力攻撃事施設、飛行場施設、道路、海域、空域及び電波をい 態等におけう）の利用に関し、国民保護措置を含む対処措置等 る特定公共の的確かつ迅速な実施を図るために国の対策本部長 施設等の利が定めることができる指針のこと。 用に関する法律第６条等


